
平成20年9月26日（金）  
13：00～14 ‥ 30  
中央合同庁舎4号館共用123会議室  

第6回  

医療情報の提供のあり方等に関する検討会  

幸   次   
壬生  
自我  

1医療機能情報提供制度及び医療広告における産科医療補  

償制度の取扱いについて   

2 アウトカム評価に関する研究の状況について  

3 その他  

（配付資料）  

■・ウ産科医療補償制度について  資料1   

（参考資料）  

参考資料1－1  

参考資料1－2  

・産科医療補償制度に関する参考資料  

・医療法施行規則の一部を改正する省令（案）（概要）  

医業、歯科医業苦しくは助産師の業務又は病院、診療  
所若しくは助産所に関して広告することができる事  

項の一部を改正する件（案）（概要）  

参考資料卜3‥・医療機能情報提供制度について  

広告規制の見直しについて  

8規制改革推進のための第2次答申について   参考資料2  



産科医療補償制度について   



産科医療補償制度創設に向けたこれまでの取組状況  

1．医療紛争処理のあり方検討会（自由民主党政務調査会）  

（1）平成18年9月7日から11月17日までに6回開催  
○主に関係者からのヒアリング  

（2）平成18年11月29日（第7回）  
O「産科医療における無過失補償制度の枠組みについて」を公表  

○公明党「医療事故に係る無過失補償制度とADRに関する検討ワー  
キングチーム」においても同様め結論  

2．産科医療補償制度運営組織準備委員会（（財）日本医療機能評価機構）一  
（1）平成19年 2月19日  
O「産科無過失補償制度創設事業」の委託契約を締結   

（2）平成19年 2月23日から12月19日までに11回開催  
○関係者からのヒアリング及び補償制度の内容について検討   

（3）準備委員会に産科医療補償制度に関する調査専門委員会を設置し、  
平成19年 4月13日から11月16日までに5回開催  
○脳性麻痩発生状況の調査、補償対象基準等を検討   

（4）平成20年 1月23日（第12回）  

○報告書のとりまとめ  

3．社会保障審議会  

（1）医療部会  

○ 平成19年9月17日  
「緊急医師確保対策について（産科医療補償制度）」  

○ 平成20年9月4日  

「産科医療補償制度」  

（2）医療保険部会  

○ 平成19年9月20日  
「産科医療補償制度構築に向けてのこれまでの取り組み状況」  

○ 平成20年9月12日  
「出産育児一時金制度の見直しについて（産科補償制度関係）」  
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産科医療補償制魔⑬棟輩電平戚2¶嘩¶圃『Ⅲ軸》  
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補償鵬塾  

⑬ 分娩機関と妊産婦との契約に基づ』篭竃、通常の妊娠匂分娩旺もかかゎらず脳性麻痺離翫撒滴膿補  
償金を支払う。  

⑬ 分娩機関は、補償金の支払が砥遮る損害優越儲ずるため、運営組織が契約者歴なる損害保険汀≡加。先   
ずる。  

、＼  

過塵剋盈  （※ 対象者推計数：年間概触彗◎◎㈲魯◎⑳』も〕 

⑳ 通常の妊娠】分娩にもかかわらず脳性麻痺歴なった場合とずる。  
出生体重認鼎閲g以止 かつ 在胎週数3冨週以塵 口 身体障害者等級瑠瓜盟緻相遡の重症者  

先天性要因等の除外基準に該当ずる亀のを除≪  

①出生体重n在胎週数の基準を下回る場合で亀、在胎週数盈超過以遮⑬者臆つ』㌔竃憶、個別審査  

その′他   

⑳ 紛争の防止口興期解決のため肥∴医学蘭観威から事例を分析』、結果を蘭当事者臆謬イ鵠『ィク  

⑳ 原因分析された各事例の公開旺卿此間種の医療事故の蒔発防遮等を園る。  
⑳ 遅≪とも5年後を固処に、制度内容旺つ齢竃検証虹適宜必要な凰直』を行う。   



産科医療補償制度の概要  

CJ   

（審査）  

（原囲分  

安心できる産科医療の確保の観威  
から、国はこれまで制度設計や普及  

啓発のための費用を支援。  

原因分析や再発防止のための費用  
仔≡つ齢ても支援予定。  



産科医療補償制度の加入状況と加入促進策《薫》  

況について（平成20年7月下旬から受付開始）  加入状  

平成20年9月24日現在  （参考）  

8月31日時点   

区分   分娩機関数   加入  加入率（％）   加入率（％）   

分娩機関数  

病院・診療所   2，＄6＄   盟，392   闇・き・二・堅・   冒瑠。瑠   

助産所   432   2＄9   66。9   掲凱歯   

合計   3，3⑬⑳   盈，68瑠   欝■‘■駕．撃   6凱⑳   

（注）分娩機関数について  

病院工診療所＝】平成20年9月24日現在、日本産婦人科医会調査数  
助産所…平成20年9月24日現在、日本助産師会調査数  

今圃儲蘭軋竃射魔腰骨た齢憾  
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0 都道府県がHP等を通じて行う医療機能に関する情報提供の項目に本制度の加Å状況を追加週＋「  

○ 医療機関が広告できる項目に本制度加Åを追加  
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O（財）田本医療機能評価機構のHPを通じて加入分娩機関を公表  
／   



参考資料1感1  

産科医療補償制度に開音る  

参考資料   



産科医療補償制度運営組織準備委員会幸昆苦言 概要  

1．基本的な考え方  

○ 平成18年11月に自民党∂医療紛争処理のあり方検討会においてとりまとめられ   

た「産科医療における無過失補償制度の枠組みについて」に沿って、本制度創設に向   

けた検討を行った。  

○ 分娩に係る医療事故（過誤を伴う事故および過誤を伴わない事故の両方を含む。）   

により脳性麻痩となった児およびその家族の経済的負担を速やかに補償するととも   

に、事故原因の分析を行い、将来の同種事故の防止に資する情報を提供することなど   

により、紛争の防止。早期解決および産科医療の質の向上を図ることを目的とする。  

○ 産科医療の崩壊を一刻も早く阻止する観点から、民間の損害保険を活用して早急な   

立ち上げを図る。  

○ 制度未加入の分娩機関で出生した児は補償対象とならないため、原則としてすべて   

の分娩機関が本制度に加入する必要がある。  

2．補償  

○ 分娩機関と妊産婦との問で取り交わした補償契約にもとづいて、当該分娩機関から   

当該児に補償金を支払う。分娩機関は楠償金を支払うことによって被る損害を担保す   

るために、運営組織が契約者となる損害保険に加入する。  

○ 国は補償内容について標準約款で公示し、各分娩機関はこれに即して補償約款を定   

める。  

○ 補償の対象は、通常の妊娠。分娩にもかかわらず脳性麻療となった場合とし、原則   

として出生体重2，000g以上かつ在胎週数33週以上で、身体障害者等級1。2   

級相当の重症者とする。ただし、先天性要因等の除外基準に該当するものを除く。  

○ 出生体重。在胎週数の基準を下回る場合でも、在胎週数28週以上の児については、   

分娩に係る医療事故に該当するか否かという観点から個別審査を行う。  

○ 補償対象者数は概ね500～800人と見込まれるが、制度設計に際しては、この   

推計数が地域性のある、かつ、限定された範囲のデータにもとづくことなどを踏まえ、   

慎重に検討する必要がある。  

○ 補償金の支払い方法は、看護。介護費用の一助という観点からは年金方式が望まし   

いが、生存曲線に関するデータ不足等から商品化が極めて困難であるため、給付総額   

を予め定めた一時金＋分割金方式を提言する。  

○ 楠償水準は一時金として数百万円、分割金として総額2千万円程度を目処とし、分   

割金は原則として20年間、児の生存。死亡を問わず支給する。  
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○ 補償申請者は分娩機関であり、申請の期間は原則として生後1年以降、、児の満5歳   

の誕生日までとする。  

○ 楠償対象か否かは運営組織が一元的に審査する。具体的には、医学的専門知識を有   

する産科医等による書類審査の結果を受けて「審査委員会」が最終決定を行う。  

○ 分娩機関に損害賠償責任がある場合は、本制度から支払われる補償金と損害賠償金   

が二重給付されることを防止するた捌こ調整を行う。  

3．原因分析D再発防止  

○ 紛争の防止。早期解決のために、、運営組織が委嘱した産科医が医学的観点から事例   

の分析を行い、その結果を運営組織に設置する産科医、助産師および学識経験者等を   

中心に構成される「原因分析委員会」において最終確認のうえ、分娩機関と児。家族   

にフィードバックする。  

○ 運営組織に「再発防止委員会」を設置し、原因分析された個々の事例情報を体系的   

に整理。蓄積し、広く社会に公開することにより、将来の同種の医療事故の再発防止   

等、産科医療の質の向上を図る。  

4．運営組織  

○ 運営組織は、本制度の各種業務を円滑かつ全国的に行う能力を有しており、営利を   

目的としない公正で中立的な組織であることが必要である。  

5、制度創設時期および見直し  

○ 本制度は平成20年度内の創設を目指す。なお、制度発足時は収支が破綻しないよ   

う余裕を待った設計とし、遅くとも5年後を目処に、制度内容について検証し、適宜   

必要な見直しを行う。  

6．広報  

○ 運営組織、国や地方公共団体および関係団体等は連携し、積極的な広報活動を行う   

ことが重要である。  

7．国の支援および連携  

○ 国が本制度に対し、出産育児一時金の適宜引き上げ、標準約款の公示、費用の支援、   

加入率を高めるための施策の実施等の様々な支援を行うことが不可欠である。  
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産科医療補償制度運営組織準備委員会委員名簿  

◎ 近 藤  純五郎   

○ 河 北 博 文  

飯 田 修 平  

石 井 雅 美  

伊 藤 雅 治  

大 井 利 夫  

岡 本 喜代子  

勝 村 久 司  

加 藤 尚 武  

木 下 勝 之  

行 天 良 雄  

五阿弥 宏 安  

小 林 廉 毅  

鈴 木 利 廣  

高 久 史 麿  

竹 嶋 康 弘  

野 田 愛 子  

保 科  清  

宮 澤  潤  

八 木  孝  

山 口 光 哉  

近藤社会保障法律事務所   

日本医療機能評価機構 理事   

全日本病院協会 常任理事   

㈱損害保険ジャパン 取締役常務執行役員   

全国社会保険協会連合会 理事長   

日本病院会 副会長   

日本助産師会 副会長   

連合「患者本位の医療を確立する連絡会」委員   

京都大学名誉教授   

日本医師会 常任理事   

医事評論家   

読売新聞東京本社編集局次長   

東京大学大学院医学系研究科 公衆衛生学 教卓要   

すずかけ法律事務所   

日本医学会 会長   

日本医師会 副会長   

野田。相原。石黒法律事務所   

日本小児科医会 会長   

宮澤 潤法律事務所   

東京海上日動火災保険㈱ 常務取締役   

元公務員共済立川病院 診療部長  

◎委員長、○委員長代理 （委員の記載は五十音順）  
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産科医療督≡お帰る無過失補償制度の枠緒み好≡慧鞋き軍  

平成て8年‖月29∈∃  

自由民主党政務調査会  

社会保障制度調査会  

医療紛争処理のあり方検討会  

瑠 趣旨  

○ 分娩時の医療事故では、過失の有無の判断が困難な場合が多く、裁判で   

争われる傾向があり、ニのような紛争が多いことが産科医不足の理由の麟  

つ。  

○ このため、安心して産科医療を受けられる環境整備のp環として、   

1）分娩に係る医療事故により障害等が生じた患者に対して救済心、   
2）紛争の早期解決を図るとともに、   

3）事故原因の分析を通して産科医療の質の向上を図る仕組みを創設。  

2 制度の運営主体   

○ 日本医師会との連携の下、「道営組織」を設置。   

○ 運営組織が、補償対象かの審査や事故原因の分析を実施。  

3 制度の加入者   

○ 医療機関や助産所単位で加入。   

4 保険料の負担と、これに伴う分娩費用の上昇した場合の対応   

○ 医療機関や助産所が、道営組織を通じて保険会社に保険料を支払う。   

○ 保険料の負担に伴し＼分娩費用が上昇した場合は、出産育児一時金での対  

応を検討。   

○ 保険料の支払いについては、医療機関や助産所にとって加入しやすいも   

のとするため、関係者の合意により、出産育児一時金の受取代理の仕組み  

を活用する。  

5 補償の対象者  

○ 補償の対象は、通常の妊娠口分娩にもかかわらず、脳性病疫となった場   

合とする。なお、通常の分娩の定義や障害の程度、対象者の発生件数の調   

査など制度の詳細な仕組みについては、事務的に検討。  

6 補償の額等  

○ 補償額については、保険料額や発生件数等を見込んで適切に設定。   

○ 現段階では、○千万円前後を想定。  
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－  

才 芸査及び過失責任との問信   

○ 運営細織が、給付対象であるかどうかの蚕豆を行うとともに．＝事故原田   

の分析を実施。  

0 事故原因等については、再発防止の観点から情報公開。  

0 過失が認められた場合には、医師賠償責任保険等に求償。  

昌 国の支援  

0 産科医の確保や事故原因の分析を通じて安心できる産科医療が確保さ   

れ、ひいては、少子化対策にも資することから、国は制度設計や事務に要   

する費用の支援を検討。  

9 その他   

0 この制度は、喫緊の課題である産科医療についての補償制度の枠組みで   

はあるが、今後、医療事故に係る届出の在り方、原因究明、紛争処理及び   

補償の在り方についても具体化に向けた検討を進める。  
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参考資料1畑2  

0医療法施行規則の脚部を改正する省令（案）（概要）  

8医業、歯科医業苦しくは助産師の業務又は病院、診療   

所若しくは助産所に関して広告する≡とができる事項   

の銅部を改正する件（案）（概要）   



医療法施行規則の印部を改正する省令（案）（概要）  

医政局総務課  

1 改正め趣旨  

産科医療補償制度の創設に伴い、医療を受ける者が病院、診療所又は助   
産所（以下「病院等」という。）の選択を適切に行うことを支援するため、   

産科医療補償制度への加入状況について、医療機能情報提供制度に係る病   
院等の管理者の都道府県知事への報告事項に加えるものである。   

2 改正の概要   

（1）産科医療補償制度の概要  

産科医療補償制度は、あらかじめ病院等と妊産婦との問で取り交わした   
補償契約に基づき、病院等が通常の妊娠口分娩にもかかわらず脳性麻痩と   
なった者に対し補償金を支払うものである。   

（2）医療機能情報提供制度の概要  

医療機能情報提供制度は、医療法（昭和23年法律第205号）第6条   
の3第1項の規定により、病院等の管理者に対し、医療を受ける者が病院   
等の選択を適切に行うために必要な情報として厚生労働省令で定める事項   
を当該病院等の所在地の都道府県知事に届け出るとともに、病院等におい   
ても閲覧に供することを義務づけ、また、同条第5項の規定により、都道   
府県知事に対し、病院等から報告のあった事項を公表することを義務づけ   
るものである。   

（3）改正の内容の概要  

医療法施行規則（昭和23年厚生省令第50号）別表第1（第1条関係）   
を改め、医療法第6条の3第1項の規定により、病院等の管理者が当該病   

院等の所在地の都道府県知事に報告しなければならない事項のうち、医療   
の実績、結果等に関する事項として、「財団法人日本医療機能評価機構が   

定める産科医療補償制度標準補償約款と同一の産科医療補償約款に基づく   

補償の有無」を加えるものである。   

3 施行日  

平成21年1月1日から制度施行   
※ なお、都道府県における準備等のための期間が必要であるため、医療  
法第6条の3第1項の規定による病院等の管理者から都道府県知事への  
報告義務について、平成23年3月31日までの経過期間を設けること  

とする。  

ー1一   
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医業、歯科医業苦』くは助産師の業務翼は病院、診療所若しくは助産所  
に関♭て広告する≡とができる事項め坤部を改正する件（案）（概要）  

医政局総務課   

1 改正の趣旨  

産科医療補償制度の創設に伴い、医療を受ける者が病院、診療所又は助   
産所（以下「病院等」という。）の選択を適切に行うことを支援するため、   
産科医療補償制度への加入状況について、病院等が広告できる事項に加え   
るものである。   

2 改正の概要   

（1）産科医療補償制度の概要  

産科医療補償制度は、あらかじめ病院等と妊産婦との問で取り交わした   
補償契約に基づき、病院等が通常の妊娠□分娩にもかかわらず脳性麻痩と   
なった者に対し補償金を支払うものである。   

（2）医療に関する広告の規制の概要  

医療は人の生命及び身体に関わるサービスであるため、医療に関する広   
告については、医療法令上規制しているが、医療を受ける者が病院等の選   
択を適切に行うことを支援するため、医療法（昭和23年法律第205号）   
第6条の5第1項又は第6条の7第1項に掲げる事項については広告可能   
としているところである。   

（3）改正の内容の概要  

「医業、歯科医業苦しくは助産師の業務又は病院、診療所若しくは助産   
所に関して広告することができる事項の件（平成19年厚生労働省告示第   
108号）」の一部を改正し、病院等に関して広告するできる事項として、   
「財団法人日本医療機能評価機構が定める産科医療補償制度標準補償約款   
と同一の産科医療補償約款に基づく補償を実施している旨」を加えるもの   

である。   

3 適用日  

公布の日から広告可能   

※ なお、産科医療補償制度の開始は平成21年1月1日（予定）  

－3－   
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参考資料1脚3  

8医療機能情報提供制度臆笥㍍環  

8広告規制の見直』百≡笥転曙   



医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情矧こつし、て、都道府県への報告を義務付け、都道府県が  

情報を集約してわかりやすく提供する仕組みを創設（薬局についても同様の仕組みを創設）  

現 行 制・度  改正前制度   

旺患者が医療情報を得る手段】   

○ 医療機関の行う広告   

○ インターネット等による広報   

※ 医療機関側による任意の情報   

○ 利用者に対する医療機関内の院内  
掲示  

旺見直しの視点】   

○ 必要な情報は一律にヨ是供  

○ 情報を集約化  

○ 客観的な情報をわかりやすく提供  

○ 相談一助言機能の充実  

虻「一定の情報」の例】※具体的な範囲は、厚生労働省医政局内に常設する検討会で検討  

○ 管理■運卦サービス等に関する事項（診療科目、診療日、診療時間、病床数、外国語対応 等）  

○ 提供サービスや医療連携体制に関する事項（専門医〔※広告可能なものに限る〕、保有する設イ臥   

対応可能な疾患。治療内容、対応可能な在宅医療、セカンドオピニオン対応、地域医療連携体制等）  

○ 医療の実績、結果に関する事項（医療安全対策、院内感染対策、クリテイカルパスの実施、   
診療情報管理体制、情報開示体制、治療結果に関する分析の有無、患者数、平均在院日数 等）   

※死亡率など治療結果情報のアウトカム指標については、今後、データの適切な開示方法等、客観的な  

評価が可能となったものから順次追加予定   



憮靖聯碑開脚識御願欄間楠据鞘榊－′願・劉  

【基本情報】   

①名称・②開設者。③管理者  

④所在地・⑤電話番号  

⑥診療科目。⑦診療日  

⑧診療時間  

⑨病床種別及び届出8許可病床数  

＋   

E別添に掲げる情報のうら   

都道府県が定めるものヨ  

臣紙媒体又はパソコン端末等ヨ  

－
N
l
 
 

臣インターネットヨ  

ート  

【紙媒体又はパソコン端末等ヨ   

ほり添に掲げる全ての情報ヨ  



（¶）基本情報に＝蟻昭馴鹿∴全都道府県にお齢竃公表詞  

（①名称、②開設者、③管理者、④所在地、⑤電話番号、⑥診療科目、⑦診療日、⑧診療時間、⑨病床種別及び届出絹午可病床数）  

（望）提供懐中ぼ果も医療の実績等の金冠鋼情報臆習』曙憾も平成望⑳年度中臆お』㌔宥恕表軒愚這と塵   

潜れでお肌現在勺¶爵団体にお銅管公表済、望9団体旺お』篭竃準備中  

CJ  



山 広告規制制度における広告可能な事項の規定方式につし、て、現行の個別事項を細かく列挙する方式を改め、一定の性質をもった項目群ごとに、  

「00に関する事項」というように包括的に規定する方式に改正。   

⇒広告規制の大幅な緩和  

口 広告可能な事項以外の内容を広告した場合の対応について、直接罰方式から間接罰方式へと改正。  

広告する内容  

広告可能な事項  

広告可能な事項  

以外の内容  

虚偽の．内容   

現行制度  改正前の制度  

一定の性質をも った項偏に閲す  

事項を規定  
個別事項を細かく列挙  

（例卜病床数、病室数   

月機能訓練室に関する事項   

・診療録を電子化している旨   

■従業員数、患者数に対する  

配置割合  等  

例）8施設、設備又は従業者に関する事項   

㍉提供される医療の内容に関する事項   

8管理又は運営に関する事項  

Jゝ  

※ 6ケ月以下の懲役又は30万円以下の罰金  
：．．さ芸三≠こき：：■一一壱こ二言ユニ∴ユニ ・－‥‥・・＝L・‥・－ふ－・一‥－・・・－・・・・・‥・ ・・‥・・－ ∴∴・‘∴∴－．∴ ∴－ ＿  

■ヽ、  
♂  

♂  ○医療従事者の専門性 ○施設や医療従事者等の映像、写真 ○治療方針 ○治験薬の一般名日間発コード  
D  
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○提供している診療、治療内容のわかりやすい提示 ○医療機器に関する事項 等  

（※ただし、法令及びガイドラインに沿った内容でなければならなし・・h）  
ヽ，  
もー ⊂コ ■n ロd 耶 ¢ココ qココ ロ：ロ ■ココ m ⊂ココ ⊂Eコ ⊆＝コlコ】コ ⊂○コ  



室l季キご甲子享  

規制改革推進錮ため爵第一望凍害匡削≡習』曙   



規制改革推進悶ため儲第2次答申（抜粋）  

平成19年瑠2周25巨ヨ   

規制改革会議  

臣具体的施策ヨ  

ウ アウ睦力怠惰報の公開監平成摘年度中に検討開始、平成細年度   
中に結論田口部措置、腿降逐次拡東男   
患者自らが、様々な医療機関を比較検討した上、最も自分に適し  

た医療機関を選択することは、患者の権利であり、医療機関の情報  

公開を進めることは、この権利を行使するために必要不可欠である。   

一方で、．この情報公開により各医療機関は患者に選択されること  

を意識せざるをえず、また他の医療機関の発した情報と比較するこ  

とは競争する為の必須の条件となろう。結果として、情報提供は、  

質の高い医療検閲にとってのインセンティブになる。   
平成18年の医療法改正により、医療機関は一定の情報について、  

都道府県へ報告することが義務付けられ、その報告された情報をも  
とに、平成20年度中には、都道府県がインタ臼ネットにて医療機関  

に関する幅広い情報を提供する体制が構築されるなど、情報公開が  
制度化された。しかしながら、この医療機能情報提供制度では、疾  

病毎の治癒率など患者の関心が高く、医療の質の向上に資するアウ  

トカム情報については、その分析と情報提供の有無のみが報告対象  

と．され、アウトカム情報そのものについては報告が義務化されてし＼  
ない。   

今後可蜃的連や射こ、例えば十分な客麹盟主二旦重畳主星皇量主  

立れる国立病壁上戯表現嘩医  

墟塵聞におけるアケ 

蓮象と郷里急に検討  

上鎧詮j麺併せて、医療機関におけるアウト  
カム情報の公表が促進されるよう、実施可能なインセンティブ策を  

検討すべきである。   



規制改案会議委員名簿  

議 長 草 刈 隆 郎  日本郵船株式会社代表取締役会長  

議長代理 八 田 達 夫   

委 員 有 富 慶 二  

安 念 瀞 司  

翁 百 合  

政策研究大学院大学学長  

ヤマトホールディングス株式会社取締役会長  

中央大学法科大学院教授  

株式会社日本総合研究所理事  

小田原 崇  東京都八王子市教育委最長  

川 上 康 男   

木 場 弘 子   

白 石 真 澄   

中 条 潮  

株式会社長府製作所代表取締役社長  

キャスターd千葉大学特命教授  

関西大学政策創造学部数享受  

慶応義塾大学商学部鞭  

福 井 秀 夫  政策研究大学院大学教授  

本 田 桂 子  マッキンゼ一口アンドロカンパニー⊥－。インク  

ージャパン ディレクター  

松 井 道 夫  松井証券株式会社代表取締役社長  

松 本 洋  アドベントインターナショナル 日本代表兼  

マネジンゲバ」トナー  

米 田 雅 子  慶應義塾大学理工学部教授  

珊蔵人建築技術支援協会常務理事   



璃制改革会議専門嚢盛名簿  

塾邸項選  

〔医療タスクフォース〕   

阿曽沼 元 博 国際医療福祉大学国際医療福祉総合研究所教授   

長谷川 友 紀 東邦大学医学部教授   

（福祉8保育。介護タスクフォ鵬ス〕   

鈴 木   亘 東京学芸大学教育学部准教授   

〔教育。研究タスクフォース〕   

浅 見 泰 司 東京大学空間情報科学研究センター教授   

戸 田 忠 雄 教育アナリスト   

〔住宅白土地タスクフォース〕   

浅 見 泰 司 東京大学空間情報科学研究センター教授   

〔生活b環境タスクフォース〕   

細 田 衛 士 慶應義塾大学経済学部教授  

地方の活力。地域生活の向上  

〔農林水産業タスクフォース〕  

宮城大学大学院事業構想学研究科研究科長  

宮城大学事業構想学部数授  

水産アナリスト  

株式会社農業技術通信社代表取締役。「農業経営者」編集長  

東京大学大学院農学生命科学研究科教授  

日本大学生物資振科学部教授  

大 泉・一 貫  

小 松 正 之  

屋  吉 則  

本 間 正 義  

盛 田 清 秀  

国際競争力強化による成長加速  

〔貿易タスクフォース〕   

深 川 由起子 早稲田大学政治経済学術院教授・   

〔金融タスクフォース〕   

森 下 哲 朗 上智大学法科大学院教授  

3   



磯会均等の実現  

〔労働タスクフォース〕   

安 藤 至 大 日本大学大学院総合科学研究科准教授   

和 田 一 郎 午鴫0寺前。和田法律事務所弁護士  

〔海外人材タスクフォース〕   

井 口   泰 関西学院大学大学院経済学研究科。経済学部教授  

関西学院大学少子経済研究センター長  

〔ネットワーク産業タスクフォース〕   

田 中   
誠 政策研究大学院大学准教授   

松 村 敏 弘 東京大学社会科学研究所准教授  

闇浄政策0基準認証b法務∴資格タスクフォース〕   

阿 部 泰 隆 中央大学総合政策学吉陶］受。弁護士  

（基本ルールタスクフォース〕   

大 橋 豊 彦 尚実学園大学総合政策学部教授   

山 本 隆 司 東京大学大学院法学政治学研究科教授  

官業改革による国の歳出。資産別減  

〔官業改革タスクフォース〕   

大 橋 豊 彦 尚美学園大学総合政策学部教授   





2008．9．22  

厚生労働省医政局総務課 御中   

N P O法人ささえあい医療人権センターCOML  

理事長  辻 本 好 子  

2008年9月26日開催の医療情報の提供のあり方等に関する検討会に出席できないため、  

文書で意見を届けさせていただきます。本提案を議論に加えていただきますよう、なにと  

ぞよろしくお願いいたします。  

第6回検討会への意見  

1．産科医療補償制度について   

産科医療補償制度の保険加入の最初の締め切り後、大阪府内で未加入の産科医療機関は  

約3割。その理由として、複数の産科医が「補償制度を作っても訴訟が減るとは思えない」  

ことを挙げているという情報がCOMLにも届いています。全国的な実態を把握する必要があ  

るのではないかと思います。   

たしかに医療被害者側の方が、「脳性麻痺になれば、受け取った補償金を着手金にして提  

訴すればいい。これからはお金がなくても裁判ができる」「産科医療補償制度によって医療  

内容も精査され、資料も手に入るから、訴訟がしやすくなる」と公言している人がいると  

いう情報も入っています。このような現状を置き去りにしたままで、制度を推進してよい  

ものでしょうか。  

2．アウトカム情報の公開について   

今後、どのような医療情報の提供をするかは今日的な患者ニーズに照らし合わせ、再検  

討する必要があるのではないかと考えます。  

背景としての患者意識の変化 ～漠然とした不信感の減少傾向～  

1999年1月に起きた横浜市立大学医学部附属病院の患者取り違え事件、同年2月の都立  

広尾病院における点滴誤薬投与事件をきっかけに高まった医療事故・ミスの過熱報道によ  

って、患者の不信感は一気に噴き出しました。   

現に次ページ図1にあるように、「医療事故」をキーワードに検索した新聞記事の件数の  

推移とCOMLの電話相談件数の推移のグラフとが見事なまでに相関しています。医療事故報  

道の加速とともに、COMLに届く相談件数も右肩上がりで増え続けました。ピーク時の相談  

－1－   



内容も根深い不信感によるものが多く、患者が望む医療情報の要求レベルも高く 、アウト  

カム情報など、規制緩和の対象となる内容も「徹底的に情報提供せよトという勢い－Fあっ  

たと思います。   

しかし、そのような患者の不信感も2003～2004年をピークに減少傾向にあります。その  

最も大きな理由は、マスメディアの報道内容が医療事故・ミスから「医療崩壊」「医師不足」  

「救急や産科、小児科医療の危機」などへと変化し、なぜか医療事故の報道が下火になっ  

てきたことが最も大きいと、電話相談活動を通して痛感しています。実際にCOMLに届く相  

談件数も図2のように減少してきました。  

図1  

医療事故に関する報道記事件数   
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情報量が増大する状況の中で、情報内容を読み取る患者側の能力（リテラシー）はいま  

だレベルが上がっているとは言えない状況です。アウトカム情報の根拠が定かでない現状  

において、ただ単に数字がひとり歩きすることの不安を覚えます。  

－2－   




